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青森市指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

（令和元年条例第一号）の一部改正【第七条関係】 

新旧対照表 

改正後 改正前 

目次 

 第一章・第二章 ［略］ 

 第三章 削除 

 

 

 

 

 

 

 第四章～第八章 ［略］ 

 

（定義） 

第二条 ［略］ 

一・二 ［略］ 

三 法定代理受領 法第二十一条の五の七第 

十一項（法第二十一条の五の十三第二項の 

規定により、同条第一項に規定する放課後 

等デイサービス障害児通所給付費等の支給 

について適用する場合を含む。）の規定に 

より通所給付決定保護者に代わり市町村 

（特別区を含む。以下同じ。）が支払う指 

定通所支援に要した費用の額又は法第二十 

一条の五の二十九第三項の規定により通所 

給付決定保護者に代わり市町村が支払う肢 

体不自由児通所医療に要した費用の額の一 

部を指定障害児通所支援事業者  が受ける 

ことをいう。 

四 ［略］ 

五 多機能型事業所 第六条に規定する指定 

児童発達支援の事業           

                              、第七

十九条に規定する指定放課後等デイサービ

スの事業、第九十一条に規定する指定居宅

訪問型児童発達支援の事業及び第九十九条

に規定する指定保育所等訪問支援の事業並

目次 

 第一章・第二章 ［略］ 

 第三章 医療型児童発達支援 

   第一節 基本方針（第六十八条） 

  第二節 人員に関する基準（第六十九条・

第七十条） 

  第三節 設備に関する基準（第七十一条） 

  第四節 運営に関する基準（第七十二条―

第七十八条） 

 第四章～第八章 ［略］ 

 

（定義） 

第二条 ［略］ 

一・二 ［略］ 

三 法定代理受領 法第二十一条の五の七第 

十一項（法第二十一条の五の十三第二項の 

規定により、同条第一項に規定する放課後 

等デイサービス障害児通所給付費等の支給 

について適用する場合を含む。）の規定に 

より通所給付決定保護者に代わり市町村 

（特別区を含む。以下同じ。）が支払う指 

定通所支援に要した費用の額又は法第二十 

一条の五の二十九第三項の規定により通所 

給付決定保護者に代わり市町村が支払う肢 

体不自由児通所医療に要した費用の額の一 

部を指定障害児通所支援事業者等が受ける 

ことをいう。 

四 ［略］ 

五 多機能型事業所 第六条に規定する指定 

児童発達支援の事業、第六十八条に規定す 

る指定医療型児童発達支援の事業、第七十 

九条に規定する指定放課後等デイサービス

の事業、第九十一条に規定する指定居宅訪

問型児童発達支援の事業及び第九十九条に

規定する指定保育所等訪問支援の事業並び
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改正後 改正前 

びに青森市指定障害福祉サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成二十四年青森市条例第七十五

号。以下「指定障害福祉サービス基準条

例」という。）第八十条に規定する指定生

活介護の事業、指定障害福祉サービス基準

条例第百四十三条に規定する指定自立訓練

（機能訓練）の事業、指定障害福祉サービ

ス基準条例第百五十四条に規定する指定自

立訓練（生活訓練）の事業、指定障害福祉

サービス基準条例第百六十四条に規定する

指定就労移行支援の事業、指定障害福祉サ

ービス基準条例第百七十四条に規定する指

定就労継続支援A型の事業及び指定障害福

祉サービス基準条例第百八十七条に規定す

る指定就労継続支援B型の事業のうち二以

上の事業を一体的に行う事業所（指定障害

福祉サービス基準条例に規定する事業のみ

を行う事業所を除く。）のことをいう。 

２ ［略］ 

 

（指定障害児通所支援事業者の指定の基準） 

第三条 法第二十一条の五の十五第三項第一号

の条例で定める者は、法人とする。 

 

 

 

 

 

（指定障害児通所支援事業者  の一般原則） 

第四条 指定障害児通所支援事業者  は、通所

給付決定保護者及び障害児の意向、障害児の

適性、障害の特性その他の事情を踏まえた計

画を作成し、これに基づき障害児に対して指

定通所支援を提供するとともに、その効果に

ついて継続的な評価を実施することその他の

措置を講ずることにより障害児に対して適切

かつ効果的に指定通所支援を提供しなければ

に青森市指定障害福祉サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例（平成二十四年青森市条例第七十五号。

以下「指定障害福祉サービス基準条例」とい

う。）第八十条に規定する指定生活介護の事

業、指定障害福祉サービス基準条例第百四

十三条に規定する指定自立訓練（機能訓練）

の事業、指定障害福祉サービス基準条例第

百五十四条に規定する指定自立訓練（生活

訓練）の事業、指定障害福祉サービス基準条

例第百六十四条に規定する指定就労移行支

援の事業、指定障害福祉サービス基準条例

第百七十四条に規定する指定就労継続支援

A 型の事業及び指定障害福祉サービス基準

条例第百八十七条に規定する指定就労継続

支援 B 型の事業のうち二以上の事業を一体

的に行う事業所（指定障害福祉サービス基

準条例に規定する事業のみを行う事業所を

除く。）のことをいう。 

２ ［略］ 

 

（指定障害児通所支援事業者の指定の基準） 

第三条 法第二十一条の五の十五第三項第一号

の条例で定める者は、法人とする。ただし、法

第六条の二の二第三項に規定する医療型児童

発達支援（病院又は診療所により行われるも

のに限る。）に係る指定の申請については、こ

の限りでない。 

 

（指定障害児通所支援事業者等の一般原則） 

第四条 指定障害児通所支援事業者等は、通所

給付決定保護者及び障害児の意向、障害児の

適性、障害の特性その他の事情を踏まえた計

画を作成し、これに基づき障害児に対して指

定通所支援を提供するとともに、その効果に

ついて継続的な評価を実施することその他の

措置を講ずることにより障害児に対して適切

かつ効果的に指定通所支援を提供しなければ
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ならない。 

２ 指定障害児通所支援事業者  は、当該指定

障害児通所支援事業者  を利用する障害児の

意思及び人格を尊重して、常に当該障害児の

立場に立った指定通所支援の提供に努めなけ

ればならない。 

３ 指定障害児通所支援事業者  は、地域及び

家庭との結び付きを重視した運営を行い、都

道府県、市町村、障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（平成十

七年法律第百二十三号。以下「障害者総合支

援法」という。）第五条第一項に規定する障

害福祉サービス（以下「障害福祉サービス」

という。）を行う者、児童福祉施設その他の

保健医療サービス又は福祉サービスを提供す

る者との連携に努めなければならない。 

４ 指定障害児通所支援事業者  は、当該指定

障害児通所支援事業者  を利用する障害児の

人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体

制の整備を行うとともに、その従業者に対

し、研修を実施する等の措置を講じなければ

ならない。 

 

（暴力団員の排除） 

第五条 指定障害児通所支援事業者 及び従業

者は、青森市暴力団排除条例（平成二十三年

青森市条例第三十三号）第二条第二号に規定

する暴力団員又は暴力団員と社会的に非難さ

れるべき関係にある者であってはならない。 

 

第六条 児童発達支援に係る指定通所支援（以

下「指定児童発達支援」という。）の事業

は、障害児が日常生活における基本的動作及

び知識技能を習得し、並びに集団生活に適応

することができるよう、当該障害児の身体及

び精神の状況並びにその置かれている環境に

応じて適切かつ効果的な支援をし、又はこれ

に併せて治療（上肢、下肢又は体幹の機能の

ならない。 

２ 指定障害児通所支援事業者等は、当該指定

障害児通所支援事業者等を利用する障害児の

意思及び人格を尊重して、常に当該障害児の

立場に立った指定通所支援の提供に努めなけ

ればならない。 

３ 指定障害児通所支援事業者等は、地域及び

家庭との結び付きを重視した運営を行い、都

道府県、市町村、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成十七

年法律第百二十三号。以下「障害者総合支援

法」という。）第五条第一項に規定する障害福

祉サービス（以下「障害福祉サービス」とい

う。）を行う者、児童福祉施設その他の保健医

療サービス又は福祉サービスを提供する者と

の連携に努めなければならない。 

４ 指定障害児通所支援事業者等は、当該指定

障害児通所支援事業者等を利用する障害児の

人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制

の整備を行うとともに、その従業者に対し、研

修を実施する等の措置を講じなければならな

い。 

 

（暴力団員の排除） 

第五条 指定障害児通所支援事業者等及び従業

者は、青森市暴力団排除条例（平成二十三年青

森市条例第三十三号）第二条第二号に規定す

る暴力団員又は暴力団員と社会的に非難され

るべき関係にある者であってはならない。 

 

第六条 児童発達支援に係る指定通所支援（以

下「指定児童発達支援」という。）の事業は、

障害児が日常生活における基本的動作及び知

識技能を習得し、並びに集団生活に適応する

ことができるよう、当該障害児の身体及び精

神の状況並びにその置かれている環境に応じ

て適切かつ効果的な指導及び訓練      

                      



議案第 71 号関係資料 2-7                      令 和 ６ 年 ３ 月 ８ 日 

民生環境常任委員会資料 

福 祉 部 

- 4 - 

改正後 改正前 

障害のある児童に対して行われるものに限

る。以下同じ。）を行うものでなければなら

ない。 

 

（従業者の員数等） 

第八条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前二項に掲げる従業者のほか、指定児童発

達支援事業所において、治療を行う場合に

は、医療法（昭和二十三年法律第二百五号）

に規定する診療所として必要とされる数の従

業者を置かなければならない。 

４ 第二項の規定に基づき、機能訓練担当職員

等を置いた場合においては、当該機能訓練担

当職員等の数を児童指導員及び保育士の総数

に含めることができる。 

［削る］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［削る］ 

 

                      

           を行うものでなければなら

ない。 

 

（従業者の員数等） 

第八条 ［略］ 

２ ［略］ 

［新設］ 

 

 

 

 

３ 前項  の規定に基づき、機能訓練担当職員

等を置いた場合においては、当該機能訓練担

当職員等の数を児童指導員及び保育士の総数

に含めることができる。 

４ 前二項の規定にかかわらず、主として難聴

児を通わせる指定児童発達支援事業所に置く

べき従業者及びその員数は、第一項各号に掲

げる従業者のほか、次の各号に掲げる従業者

（第二項ただし書各号のいずれかに該当する

場合にあっては、第三号に掲げる看護職員を

除く。）の区分に応じ、当該各号に定めるとお

りとする。この場合において、当該各号に掲げ

る従業者については、その数を児童指導員及

び保育士の総数に含めることができる。 

一 言語聴覚士 指定児童発達支援の単位ご

とに四以上 

二 機能訓練担当職員（日常生活を営むのに

必要な機能訓練を行う場合に限る。） 機

能訓練を行うために必要な数 

三 看護職員（日常生活及び社会生活を営む

ために医療的ケアを恒常的に受けること

が不可欠である障害児に医療的ケアを行

う場合に限る。） 医療的ケアを行うため

に必要な数 

５ 第二項及び第三項の規定にかかわらず、主

として重症心身障害児を通わせる指定児童発
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５ 前項  の規定により機能訓練担当職員等の

数を含める場合における第一項第三号イの児

童指導員及び保育士の総数の半数以上は、児

童指導員又は保育士でなければならない。 

６ 第一項第三号イ       及び次項の

指定児童発達支援の単位は、指定児童発達支

援であって、その提供が同時に一又は複数の 

障害児に対して一体的に行われるものをい

う。 

７ 第一項（第一号及び第二号を除く。）、第

二項及び第四項 に規定する従業者は、専ら

当該指定児童発達支援事業所の職務に従事す

る者又は指定児童発達支援の単位ごとに専ら

当該指定児童発達支援の提供に当たる者でな

ければならない。ただし、障害児の支援に支

障がない場合は、第一項第四号の栄養士及び

同項第五号の調理員については、併せて設置

する他の社会福祉施設の職務に従事させるこ

とができる。 

８ 第三項に規定する従業者は、専ら当該指定

児童発達支援事業所の職務に従事する者でな

ければならない。ただし、障害児の支援に支

障がない場合は、障害児の保護に直接従事す

る従業者を除き、併せて設置する他の社会福

祉施設の職務に従事させることができる。 

９ 前二項の規定にかかわらず、保育所若しく

は家庭的保育事業所等に入所し、又は幼保連

携型認定こども園に入園している児童と指定

児童発達支援事業所に通所している障害児を

達支援事業所に置くべき従業者及びその員数

は、第一項各号に掲げる従業者のほか、次の各

号に掲げる従業者の区分に応じ、当該各号に

定めるとおりとする。この場合において、当該

各号に掲げる従業者については、その数を児

童指導員及び保育士の総数に含めることがで

きる。 

一 看護職員 一以上 

二 機能訓練担当職員 一以上 

６ 第三項の規定により機能訓練担当職員等の

数を含める場合における第一項第三号イの児

童指導員及び保育士の総数の半数以上は、児

童指導員又は保育士でなければならない。 

７ 第一項第三号イ、第四項第一号及び次項の

指定児童発達支援の単位は、指定児童発達支

援であって、その提供が同時に一又は複数の 

障害児に対して一体的に行われるものをい

う。 

８ 第一項から第五項まで（第一項第一号及び

第二号を除く。）に規定する従業者は、専ら当

該指定児童発達支援事業所の職務に従事する

者又は指定児童発達支援の単位ごとに専ら当

該指定児童発達支援の提供に当たる者でなけ

ればならない。ただし、障害児の支援に支障が

ない場合は、第一項第四号の栄養士及び同項

第五号の調理員については、併せて設置する

他の社会福祉施設の職務に従事させることが

できる。 

［新設］ 

 

 

 

 

 

９ 前項  の規定にかかわらず、保育所若しく

は家庭的保育事業所等に入所し、又は幼保連

携型認定こども園に入園している児童と指定

児童発達支援事業所に通所している障害児を
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交流させるときは、障害児の支援に支障がな

い場合に限り、障害児の支援に直接従事する

従業者については、これら児童への保育に併

せて従事させることができる。 

 

（管理者の専従等） 

第九条 第七条第一項第一号及び前条第一項第

一号の管理者は、専らその職務に従事するも

のでなければならない。ただし、指定児童発

達支援事業所の管理上支障がない場合は、当

該指定児童発達支援事業所の他の職務に従事

し、又は当該指定児童発達支援事業所以外の 

事業所、施設等の職務に従事することができ

るものとする。 

 

（設備） 

第十一条 指定児童発達支援事業所（児童発達

支援センターであるものを除く。）は、発達 

支援室のほか、指定児童発達支援の提供に必

要な設備及び備品等を備えなければならな

い。 

２ 前項に規定する発達支援室は、支援に必要

な機械器具等を備えなければならない。 

３ ［略］ 

 

第十二条 指定児童発達支援事業所（児童発達

支援センターであるものに限る。以下この条

において同じ。）は、発達支援室、遊戯室、

屋外遊戯場（指定児童発達支援事業所の付近

にある屋外遊戯場に代わるべき場所を含む。  

                       ）、医務室、相談

室、調理室、便所、静養室並びに指定児童発

達支援の提供に必要な設備及び備品等を設け

なければならない。                

                        

                        

                        

                

交流させるときは、障害児の支援に支障がな

い場合に限り、障害児の支援に直接従事する

従業者については、これら児童への保育に併

せて従事させることができる。 

 

（管理者の専従等） 

第九条 第七条第一項第一号及び前条第一項第

一号の管理者は、専らその職務に従事するも

のでなければならない。ただし、指定児童発達

支援事業所の管理上支障がない場合は、当該

指定児童発達支援事業所の他の職務に従事

し、又は同一敷地内にある他の        

事業所、施設等の職務に従事することができ

るものとする。 

 

（設備） 

第十一条 指定児童発達支援事業所（児童発達

支援センターであるものを除く。）は、指導 

訓練室のほか、指定児童発達支援の提供に必

要な設備及び備品等を備えなければならな

い。 

２ 前項に規定する指導訓練室は、訓練に必要

な機械器具等を備えなければならない。 

３ ［略］ 

 

第十二条 指定児童発達支援事業所（児童発達

支援センターであるものに限る。以下この条

において同じ。）は、指導訓練室、遊戯室、屋

外遊戯場（指定児童発達支援事業所の付近に

ある屋外遊戯場に代わるべき場所を含む。以

下この項において同じ。）、医務室、相談室、調

理室及び便所      並びに指定児童発達支援

の提供に必要な設備及び備品等を設けなけれ

ばならない。ただし、主として重症心身障害児

を通わせる指定児童発達支援事業所にあって

は、遊戯室、屋外遊戯場、医務室及び相談室は、

障害児の支援に支障がない場合は、設けない

ことができる。 
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２ 指定児童発達支援事業所において、治療を

行う場合には、前項に規定する設備（医務室

を除く。）に加えて、医療法に規定する診療

所として必要な設備を設けなければならな

い。 

３ 第一項に規定する設備の基準は、次の各号

に掲げる設備の区分に応じ、当該各号に定め

るとおりとする。                

                        

                        

                     

一 発達支援室 次に掲げる基準 

イ・ロ ［略］ 

二 ［略］ 

［削る］ 

 

 

 

 

４ 第一項及び第二項に規定する設備は、専ら

当該指定児童発達支援の事業の用に供するも

のでなければならない。ただし、障害児の支

援に支障がない場合は、第二項に掲げる設備

を除き、併せて設置する他の社会福祉施設の

設備に兼ねることができる。 

 

（利用定員） 

第十三条 指定児童発達支援事業所は、その利

用定員を十人以上とする。ただし、主として

重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援

事業所（児童発達支援センターであるものを

除く。）にあっては、利用定員を五人以上と

することができる。 

 

（通所利用者負担額の受領） 

第二十五条 ［略］ 

２ 指定児童発達支援事業者は、法定代理受領

を行わない指定児童発達支援を提供したとき

［新設］ 

 

 

 

 

２ 前項  に規定する設備の基準は、次の各号

に掲げる設備の区分に応じ、当該各号に定め

るとおりとする。ただし、主として難聴児を通

わせる指定児童発達支援事業所又は主として

重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援

事業所にあっては、この限りでない。 

一 指導訓練室 次に掲げる基準 

イ・ロ ［略］ 

二 ［略］ 

３ 第一項に規定する設備のほか、主として知

的障害のある児童を通わせる指定児童発達支

援事業所は静養室を、主として難聴児を通わ

せる指定児童発達支援事業所は聴力検査室を

設けなければならない。 

４ 第一項及び前項  に規定する設備は、専ら

当該指定児童発達支援の事業の用に供するも

のでなければならない。ただし、障害児の支援

に支障がない場合は             

        、併せて設置する他の社会福祉施設の

設備に兼ねることができる。 

 

（利用定員） 

第十三条 指定児童発達支援事業所は、その利

用定員を十人以上とする。ただし、主として重

症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事

業所                    

         にあっては、利用定員を五人以上と

することができる。 

 

（通所利用者負担額の受領） 

第二十五条 ［略］ 

２ 指定児童発達支援事業者は、法定代理受領

を行わない指定児童発達支援を提供したとき
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は、通所給付決定保護者から、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める額  の支

払を受けるものとする。 

一 次号に掲げる場合以外の場合 当該指定 

児童発達支援に係る指定通所支援費用基準 

額 

二 治療を行う場合 前号に掲げる額のほ 

か、当該指定児童発達支援のうち肢体不自 

由児通所医療（食事療養（健康保険法（大 

正十一年法律第七十号）第六十三条第二項 

第一号に規定する食事療養をいう。）を除 

く。以下同じ。）に係るものにつき健康保 

険の療養に要する費用の額の算定方法の例 

により算定した費用の額 

３～６ ［略］ 

 

（通所利用者負担額に係る管理） 

第二十六条 指定児童発達支援事業者は、通所

給付決定に係る障害児が同一の月に当該指定

児童発達支援事業者が提供する指定児童発達

支援及び他の指定障害児通所支援事業者  が 

提供する指定通所支援を受けた場合におい

て、当該障害児の通所給付決定保護者から依

頼があったときは、当該指定児童発達支援及

び当該他の指定通所支援に係る通所利用者負

担額の合計額（以下この条において「通所利

用者負担額合計額」という。）を算定しなけ

ればならない。この場合において、当該指定

児童発達支援事業者は、当該指定児童発達支

援及び当該他の指定通所支援の状況を確認の

上、通所利用者負担額合計額を通所給付決定

市町村に報告するとともに、当該通所給付決

定保護者及び当該他の指定通所支援を提供し

た指定障害児通所支援事業者  に通知しなけ

ればならない。 

 

（障害児通所給付費の額に係る通知等） 

第二十七条 指定児童発達支援事業者は、法定

は、通所給付決定保護者から、当該指定児童発

達支援に係る指定通所支援費用基準額の支払

を受けるものとする。 

［新設］ 

 

 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

３～６ ［略］ 

 

（通所利用者負担額に係る管理） 

第二十六条 指定児童発達支援事業者は、通所

給付決定に係る障害児が同一の月に当該指定

児童発達支援事業者が提供する指定児童発達

支援及び他の指定障害児通所支援事業者等が 

提供する指定通所支援を受けた場合におい

て、当該障害児の通所給付決定保護者から依

頼があったときは、当該指定児童発達支援及

び当該他の指定通所支援に係る通所利用者負

担額の合計額（以下この条において「通所利

用者負担額合計額」という。）を算定しなけ

ればならない。この場合において、当該指定

児童発達支援事業者は、当該指定児童発達支

援及び当該他の指定通所支援の状況を確認の

上、通所利用者負担額合計額を通所給付決定

市町村に報告するとともに、当該通所給付決

定保護者及び当該他の指定通所支援を提供し

た指定障害児通所支援事業者等に通知しなけ

ればならない。 

 

（障害児通所給付費の額に係る通知等） 

第二十七条 指定児童発達支援事業者は、法定
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代理受領により指定児童発達支援に係る障害

児通所給付費又は肢体不自由児通所医療費の

支給を受けた場合は、通所給付決定保護者に

対し、当該通所給付決定保護者に係る障害児

通所給付費及び肢体不自由児通所医療費の額

を通知しなければならない。 

２ ［略］ 

 

（指定児童発達支援の取扱方針） 

第二十八条 ［略］ 

２ 指定児童発達支援事業者は、障害児が自立

した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、障害児及び通所給付決定保護者の意

思をできる限り尊重するための配慮をしなけ

ればならない。 

３ ［略］ 

４ 指定児童発達支援事業者は、障害児の適

性、障害の特性その他の事情を踏まえた指定

児童発達支援（治療に係る部分を除く。以下

この条及び次条において同じ。）の確保並び

に次項に規定する指定児童発達支援の質の評

価及びその改善の適切な実施の観点から、指

定児童発達支援の提供に当たっては、心身の

健康等に関する領域を含む総合的な支援を行

わなければならない。 

５ ［略］ 

６ 指定児童発達支援事業者は、前項の規定に

より、その提供する指定児童発達支援の質の

評価及び改善を行うに当たっては、次に掲げ

る事項について、指定児童発達支援事業所の

従業者による評価を受けた上で、自ら評価

（以下この条において「自己評価」とい

う。）を行うとともに、当該指定児童発達支

援事業者を利用する障害児の通所給付決定保

護者（以下この条において「保護者」とい

う。）による評価（以下この条において「保

護者評価」という。）を受けて、その改善を

図らなければならない。 

代理受領により指定児童発達支援に係る障害

児通所給付費の支給              

      を受けた場合は、通所給付決定保護者に

対し、当該通所給付決定保護者に係る障害児

通所給付費の額               

  を通知しなければならない。 

２ ［略］ 

 

（指定児童発達支援の取扱方針） 

第二十八条 ［略］ 

［新設］ 

 

 

 

 

２ ［略］ 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ［略］ 

４ 指定児童発達支援事業者は、前項の規定に

より、その提供する指定児童発達支援の質の

評価及び改善を行うに当たっては、次に掲げ

る事項について、自ら評価            

                        

                                 を

行うとともに、当該指定児童発達支援事業者

を利用する障害児の保護者による評価      

                                 

                                                

        を受けて、その改善を図らなけれ

ばならない。 
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一から七まで ［略］ 

７ 指定児童発達支援事業者は、おおむね一年

に一回以上、自己評価及び保護者評価並びに

前項に規定する改善の内容を、保護者に示す

とともに、インターネットの利用その他の方

法により公表しなければならない。 

 

第二十八条の二 指定児童発達支援事業者は、

指定児童発達支援事業所ごとに指定児童発達

支援プログラム（前条第四項に規定する領域

との関連性を明確にした指定児童発達支援の

実施に関する計画をいう。）を策定し、イン

ターネットの利用その他の方法により公表し

なければならない。 

 

（障害児の地域社会への参加及び包摂の推

進） 

第二十八条の三 指定児童発達支援事業者は、

障害児が指定児童発達支援を利用することに

より、地域の保育、教育等の支援を受けるこ

とができるようにすることで、障害の有無に

かかわらず、全ての児童が共に成長できるよ

う、障害児の地域社会への参加及び包摂（以

下「インクルージョン」という。）の推進に

努めなければならない。 

 

（児童発達支援計画の作成等） 

第二十九条 ［略］ 

２ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援

計画の作成に当たっては、適切な方法によ

り、障害児について、その有する能力、その

置かれている環境及び日常生活全般の状況等

の評価を通じて通所給付決定保護者及び障害

児の希望する生活並びに課題等の把握（以下

この条において「アセスメント」という。）

を行うとともに、障害児の年齢及び発達の程

度に応じて、その意見が尊重され、その最善

の利益が優先して考慮され、心身ともに健や

一から七まで ［略］ 

５ 指定児童発達支援事業者は、おおむね一年

に一回以上、前項の評価及び改善の内容を   

                                        

          インターネットの利用その他の方

法により公表しなければならない。 

 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（児童発達支援計画の作成等） 

第二十九条 ［略］ 

２ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援

計画の作成に当たっては、適切な方法により、

障害児について、その有する能力、その置かれ

ている環境及び日常生活全般の状況等の評価

を通じて通所給付決定保護者及び障害児の希

望する生活並びに課題等の把握（以下この条

において「アセスメント」という。）を行い、    
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かに育成されるよう障害児の発達を支援する

上での適切な支援内容の検討をしなければな

らない。 

３ ［略］ 

４ 児童発達支援管理責任者は、アセスメント

及び支援内容の検討結果に基づき、通所給付

決定保護者及び障害児の生活に対する意向、

障害児に対する総合的な支援目標及びその達

成時期、生活全般の質を向上させるための課

題、第二十八条第四項に規定する領域との関

連性及びインクルージョンの観点を踏まえた

指定児童発達支援の具体的内容、指定児童発

達支援を提供する上での留意事項その他必要

な事項を記載した児童発達支援計画の原案を

作成しなければならない。この場合におい

て、障害児の家族に対する援助及び当該指定

児童発達支援事業所が提供する指定児童発達

支援以外の保健医療サービス又は福祉サービ

スとの連携も含めて児童発達支援計画の原案

に位置付けるよう努めなければならない。 

５ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援

計画の作成に当たっては、障害児の意見が尊

重され、その最善の利益が優先して考慮され

る体制を確保した上で、障害児に対する指定

児童発達支援の提供に当たる担当者等を招集

して行う会議（テレビ電話装置その他の情報

通信機器（以下「テレビ電話装置等」とい

う。）を活用して行うことができるものとす

る。）を開催し、児童発達支援計画の原案に

ついて意見を求めるものとする。 

６ ［略］ 

７ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援

計画を作成したときは、当該児童発達支援計

画を通所給付決定保護者及び当該通所給付決

定保護者に対して指定障害児相談支援（法第

二十四条の二十六第二項に規定する指定障害

児相談支援をいう。）を提供する者に交付し 

なければならない。 

               障害児の発達を支援する上で

の適切な支援内容の検討をしなければならな

い。 

３ ［略］ 

４ 児童発達支援管理責任者は、アセスメント

及び支援内容の検討結果に基づき、通所給付

決定保護者及び障害児の生活に対する意向、

障害児に対する総合的な支援目標及びその達

成時期、生活全般の質を向上させるための課

題、指定児童発達支援の              

                         

                 具体的内容、指定児童発

達支援を提供する上での留意事項その他必要

な事項を記載した児童発達支援計画の原案を

作成しなければならない。この場合において、

障害児の家族に対する援助及び当該指定児童

発達支援事業所が提供する指定児童発達支援

以外の保健医療サービス又は福祉サービスと

の連携も含めて児童発達支援計画の原案に位

置付けるよう努めなければならない。 

５ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援

計画の作成に当たっては、障害児              

                              

                          に対する指定

児童発達支援の提供に当たる担当者等を招集

して行う会議（テレビ電話装置その他の情報

通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）

を活用して行うことができるものとする。）を

開催し、児童発達支援計画の原案について意

見を求めるものとする。 

６ ［略］ 

７ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援

計画を作成したときは、当該児童発達支援計

画を通所給付決定保護者に交付        

                           

                         

                            し 

なければならない。 
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８～１０ ［略］ 

 

（児童発達支援管理責任者の業務） 

第三十条 ［略］ 

２ 児童発達支援管理責任者は、業務を行うに

当たっては、障害児が自立した日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、障害児及

び通所給付決定保護者の意思をできる限り尊

重するよう努めなければならない。 

 

（支援        ） 

第三十二条 指定児童発達支援事業者は、障害

児の心身の状況に応じ、障害児の自立の支援

と日常生活の充実に資するよう、適切な技術

をもって支援        を行わなければならな

い。 

２ ［略］ 

３ 指定児童発達支援事業者は、障害児の適性

に応じ、障害児ができる限り健全な社会生活

を営むことができるよう、より適切に支援  

     を行わなければならない。 

４ 指定児童発達支援事業者は、常時一人以上

の従業者を支援        に従事させなければ

ならない。 

５ 指定児童発達支援事業者は、障害児に対し

て、当該障害児に係る通所給付決定保護者の

負担により、指定児童発達支援事業所の従業

者以外の者による支援        を受けさせて

はならない。 

 

（通所給付決定保護者に関する通所給付決定

市町村への通知） 

第三十七条 指定児童発達支援事業者は、指定

児童発達支援を受けている障害児に係る通所

給付決定保護者が偽りその他不正な行為によ

って障害児通所給付費若しくは特例障害児通

所給付費又は肢体不自由児通所医療費の支給

を受け、又は受けようとしたときは、遅滞な

８～１０ ［略］ 

 

（児童発達支援管理責任者の業務） 

第三十条 ［略］ 

［新設］ 

 

 

 

 

 

（指導、訓練等） 

第三十二条 指定児童発達支援事業者は、障害

児の心身の状況に応じ、障害児の自立の支援

と日常生活の充実に資するよう、適切な技術

をもって指導、訓練等を行わなければならな

い。 

２ ［略］ 

３ 指定児童発達支援事業者は、障害児の適性

に応じ、障害児ができる限り健全な社会生活

を営むことができるよう、より適切に指導、訓

練等を行わなければならない。 

４ 指定児童発達支援事業者は、常時一人以上

の従業者を指導、訓練等に従事させなければ

ならない。 

５ 指定児童発達支援事業者は、障害児に対し

て、当該障害児に係る通所給付決定保護者の

負担により、指定児童発達支援事業所の従業

者以外の者による指導、訓練等を受けさせて

はならない。 

 

（通所給付決定保護者に関する通所給付決定

市町村への通知） 

第三十七条 指定児童発達支援事業者は、指定

児童発達支援を受けている障害児に係る通所

給付決定保護者が偽りその他不正な行為によ

って障害児通所給付費若しくは特例障害児通

所給付費の支給              

を受け、又は受けようとしたときは、遅滞な
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く、意見を付してその旨を通所給付決定市町

村に通知しなければならない。 

 

（定員の遵守） 

第四十一条 指定児童発達支援事業者は、利用

定員及び発達支援室の定員を超えて、指定児

童発達支援の提供を行ってはならない。ただ

し、災害、虐待その他のやむを得ない事情が

ある場合は、この限りでない。 

 

（安全計画の策定等） 

第四十二条の二 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 指定児童発達支援事業者は、障害児の安全

の確保に関して通所給付決定保護者との連携

が図られるよう、通所給付決定保護者に対

し、安全計画に基づく取組の内容等について

周知しなければならない。 

４ ［略］ 

 

（協力医療機関） 

第四十四条 指定児童発達支援事業者（治療を

行うものを除く。）は、障害児の病状の急変

等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関

を定めておかなければならない。 

 

（利益供与等の禁止） 

第五十一条 指定児童発達支援事業者は、障害

児相談支援事業者若しくは障害者総合支援法

第五条第十九項に規定する一般相談支援事業

若しくは特定相談支援事業を行う者（次項に

おいて「障害児相談支援事業者等」とい

う。）、障害福祉サービスを行う者等又はそ

の従業者に対し、障害児又はその家族に対し

て当該指定児童発達支援事業者を紹介するこ

との対償として、金品その他の財産上の利益

を供与してはならない。 

２ ［略］ 

く、意見を付してその旨を通所給付決定市町

村に通知しなければならない。 

 

（定員の遵守） 

第四十一条 指定児童発達支援事業者は、利用

定員及び指導訓練室の定員を超えて、指定児

童発達支援の提供を行ってはならない。ただ

し、災害、虐待その他のやむを得ない事情があ

る場合は、この限りでない。 

 

（安全計画の策定等） 

第四十二条の二 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 指定児童発達支援事業者は、障害児の安全

の確保に関して保護者            との連携

が図られるよう、保護者            に対

し、安全計画に基づく取組の内容等について

周知しなければならない。 

４ ［略］ 

 

（協力医療機関） 

第四十四条 指定児童発達支援事業者       

                    は、障害児の病状の急変

等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を

定めておかなければならない。 

 

（利益供与等の禁止） 

第五十一条 指定児童発達支援事業者は、障害

児相談支援事業者若しくは障害者総合支援法

第五条第十八項に規定する一般相談支援事業

若しくは特定相談支援事業を行う者（次項に

おいて「障害児相談支援事業者等」という。）、

障害福祉サービスを行う者等又はその従業者

に対し、障害児又はその家族に対して当該指

定児童発達支援事業者を紹介することの対償

として、金品その他の財産上の利益を供与し

てはならない。 

２ ［略］ 
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（設備） 

第六十二条 基準該当児童発達支援事業所は、

発達支援を行う場所を確保するとともに、基

準該当児童発達支援の提供に必要な設備及び

備品等を備えなければならない。 

２ 前項に規定する発達支援を行う場所は、支

援に必要な機械器具等を備えなければならな

い。 

３ ［略］ 

 

第三章 削除 

第六十八条～第七十八条 削除 

 

第七十九条 放課後等デイサービスに係る指定

通所支援（以下「指定放課後等デイサービ

ス」という。）の事業は、障害児が生活能力

の向上のために必要な支援を行い、及び社会

との交流を図ることができるよう、当該障害

児の身体及び精神の状況並びにその置かれて

いる環境に応じて適切かつ効果的な支援      

を行うものでなければならない。 

 

（設備） 

第八十二条 指定放課後等デイサービス事業所

は、発達支援室のほか、指定放課後等デイサ

ービスの提供に必要な設備及び備品等を設け

なければならない。 

２ 前項に規定する発達支援室は、支援に必要

な機械器具等を備えなければならない。 

３ ［略］ 

 

（設備） 

第八十八条 基準該当放課後等デイサービス事

業所は、発達支援を行う場所を確保するとと

もに、基準該当放課後等デイサービスの提供

に必要な設備及び備品等を備えなければなら

ない。 

 

（設備） 

第六十二条 基準該当児童発達支援事業所は、

指導訓練を行う場所を確保するとともに、基

準該当児童発達支援の提供に必要な設備及び

備品等を備えなければならない。 

２ 前項に規定する指導訓練を行う場所は、訓

練に必要な機械器具等を備えなければならな

い。 

３ ［略］ 

 

第三章 医療型児童発達支援 

第六十八条～第七十八条 

 

第七十九条 放課後等デイサービスに係る指定

通所支援（以下「指定放課後等デイサービス」

という。）の事業は、障害児が生活能力の向上

のために必要な訓練を行い、及び社会との交

流を図ることができるよう、当該障害児の身

体及び精神の状況並びにその置かれている環

境に応じて適切かつ効果的な指導及び訓練を

行うものでなければならない。 

 

（設備） 

第八十二条 指定放課後等デイサービス事業所

は、指導訓練室のほか、指定放課後等デイサー

ビスの提供に必要な設備及び備品等を設けな

ければならない。 

２ 前項に規定する指導訓練室は、訓練に必要

な機械器具等を備えなければならない。 

３ ［略］ 

 

（設備） 

第八十八条 基準該当放課後等デイサービス事

業所は、指導訓練を行う場所を確保するとと

もに、基準該当放課後等デイサービスの提供

に必要な設備及び備品等を備えなければなら

ない。 
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２ 前項に規定する発達支援を行う場所は、支

援に必要な機械器具等を備えなければならな

い。 

３ ［略］ 

 

（従業者の員数等） 

第九十二条 ［略］ 

２ 前項第二号に掲げる訪問支援員は、理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員若

しくは保育士の資格を取得後又は児童指導員

若しくは心理担当職員  （学校教育法の規

定による大学（短期大学を除く。）若しくは 

大学院において、心理学を専修する学科、研

究科若しくはこれに相当する課程を修めて卒

業した者であって、個人及び集団心理療法の

技術を有するもの又はこれと同等以上の能力

を有すると認められる者をいう。）として配

置された日以後、障害児について、入浴、排

せつ、食事その他の介護を行い、及び当該障

害児の介護を行う者に対して介護に関する指

導を行う業務又は日常生活における基本的な

動作及び知識技能の習得    、生活能力の向

上のために必要な支援その他の支援（以下 

この項において単に「支援」という。）を行

い、並びに当該障害児の支援を行う者に対し

て支援に 関する指導を行う業務その他職業

訓練若しくは職業教育に係る業務に三年以上

従事した者でなければならない。 

３ ［略］ 

 

（準用） 

第九十八条 第十四条から第二十四条まで、第

二十六条、第二十七条、第二十八条（第六項

及び第七項を除く。）、第二十八条の二、第

二十九条から第三十二条まで、第三十四条、

第三十六条から第三十八条まで、第四十条、

第四十条の二、第四十二条の二、第四十二条

の三第一項、第四十三条から第四十七条ま

２ 前項に規定する指導訓練を行う場所は、訓

練に必要な機械器具等を備えなければならな

い。 

３ ［略］ 

 

（従業者の員数等） 

第九十二条 ［略］ 

２ 前項第二号に掲げる訪問支援員は、理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員若

しくは保育士の資格を取得後又は児童指導員

若しくは心理指導担当職員（学校教育法の規

定による大学（短期大学を除く。）若しくは 

大学院において、心理学を専修する学科、研

究科若しくはこれに相当する課程を修めて卒

業した者であって、個人及び集団心理療法の

技術を有するもの又はこれと同等以上の能力

を有すると認められる者をいう。）として配 

置された日以後、障害児について、入浴、排

せつ、食事その他の介護を行い、及び当該障

害児の介護を行う者に対して介護に関する指

導を行う業務又は日常生活における基本的な

動作の指導、知識技能の付与、生活能力の向

上のために必要な訓練その他の支援（以下

「訓練等        」という。）を行

い、及び当該障害児の訓練等を行う者に対し

て訓練等に関する指導を行う業務その他職業

訓練又は  職業教育に係る業務に三年以上

従事した者でなければならない。 

３ ［略］ 

 

（準用） 

第九十八条 第十四条から第二十四条まで、第

二十六条、第二十七条、第二十八条（第四項

及び第五項を除く。）        、第

二十九条から第三十二条まで、第三十四条、

第三十六条から第三十八条まで、第四十条、

第四十条の二、第四十二条の二、第四十二条

の三第一項、第四十三条から第四十七条ま
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で、第四十九条から第五十二条まで   、

第五十三条第一項及び第五十四条から第五十

六条まで            の規定は、指定居宅訪

問型児童発達支援の事業について準用する。

この場合において、第十四条第一項中「第三

十九条」とあるのは「第九十七条」と、第二

十八条第一項、第二十九条及び第五十六条第

二項第二号中「児童発達支援計画」とあるの

は「居宅訪問型児童発達支援計画」と、第二

十九条第四項中「第二十八条第四項に規定す

る領域との関連性及びインクルージョンの観

点を踏まえた」とあるのは「第二十八条第四

項に規定する領域との関連性を踏まえた」

と、第五十条第一項中「行わなければならな

い」とあるのは「行うよう努めなければなら

ない」と読み替えるものとする。 

 

（準用） 

第百三条 第十四条から第二十四条まで、第二

十六条、第二十七条、第二十八条（第四項   

         を除く。）、第二十八条の三、第二

十九条から第三十二条まで、第三十四条、第

三十六条から第三十八条まで、第四十条、第

四十条の二、第四十二条の二、第四十二条の

三第一項、第四十三条、第四十五条から第四

十七条まで、第四十九条から第五十二条まで  

   、第五十三条第一項、第五十四条から第

五十六条まで、及び          第九十五条か

ら第九十七条までの規定は、指定保育所等訪

問支援の事業について準用する。この場合に

おいて、第十四条第一項中「第三十九条」と

あるのは「第百三条において準用する第九十

七条」と、第二十八条第一項及び第二十九条

中「児童発達支援計画」とあるのは「保育所

等訪問支援計画」と、第二十八条第六項中

「を受けて」とあるのは「及び当該事業所の

訪問支援員が当該障害児に対して保育所等訪

問支援を行うに当たって訪問する施設（以下

で、第四十九条、第五十一条、第五十二条、

第五十三条第一項、第五十四条から第五十六

条まで及び第七十七条の規定は、指定居宅訪

問型児童発達支援の事業について準用する。

この場合において、第十四条第一項中「第三

十九条」とあるのは「第九十七条」と、第二

十八条第一項、第二十九条及び第五十六条第

二項第二号中「児童発達支援計画」とあるの

は「居宅訪問型児童発達支援計画」と読み替

える                     

                         

                         

                         

                         

                        

         ものとする。 

 

（準用） 

第百三条 第十四条から第二十四条まで、第二

十六条、第二十七条、第二十八条（第四項及

び第五項を除く。）                 、第二

十九条から第三十二条まで、第三十四条、第

三十六条から第三十八条まで、第四十条、第

四十条の二、第四十二条の二、第四十二条の

三第一項、第四十三条、第四十五条から第四

十七条まで、第四十九条、第五十一条、第五

十二条、第五十三条第一項、第五十四条から

第五十六条まで、第七十七条及び第九十五条

から第九十七条までの規定は、指定保育所等

訪問支援の事業について準用する。この場合

において、第十四条第一項中「第三十九条」

とあるのは「第百三条において準用する第九

十七条」と、第二十八条第一項及び第二十九

条中「児童発達支援計画」とあるのは「保育

所等訪問支援計画」と、            

                      

                       

                       



議案第 71 号関係資料 2-7                      令 和 ６ 年 ３ 月 ８ 日 

民生環境常任委員会資料 

福 祉 部 

- 17 - 

改正後 改正前 

「訪問先施設」という。）による評価（以下

「訪問先施設評価」という。）を受けて」

と、同項第五号中「障害児及びその保護者」

とあるのは「障害児及びその保護者並びに当

該訪問先施設」と、同条第七項中「自己評価

及び保護者評価」とあるのは「自己評価、保

護者評価及び訪問先施設評価」と、「保護者

に示す」とあるのは「保護者及び訪問先施設

に示す」と、第二十九条第四項中「第二十八

条第四項に規定する領域との関連性及びイン

クルージョンの観点を踏まえた」とあるのは

「インクルージョンの観点を踏まえた」と、

同条第五項中「担当者等」とあるのは「担当

者及び当該障害児に係る訪問先施設の担当者

等」と、第四十五条第一項中「従業者の勤務

の体制、前条の協力医療機関」とあるのは

「従業者の勤務の体制」と、第五十条第一項

中「行わなければならない」とあるのは「行

うよう努めなければならない」と、第五十六

条第二項第二号中「児童発達支援計画」とあ

るのは「保育所等訪問支援計画」と読み替え

るものとする。 

 

（従業者の員数に関する特例） 

第百四条 多機能型事業所（この条例に規定す

る事業のみを行う多機能型事業所に限る。）

に係る事業を行う者に対する第七条第一項か

ら第三項まで及び第五項、第八条（第四項及

び第五項を除く。）      、第八十条第

一項から第三項まで及び第五項、第九十二条

第一項並びに第百条第一項の規定の適用につ

いては、第七条第一項中「事業所（以下「指

定児童発達支援事業所」という。）」とある

のは「多機能型事業所」と、同項第二号中

「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所

支援」と、同条第二項中「指定児童発達支援

事業所」とあるのは「多機能型事業所」と、

同条第三項及び第五項中「指定児童発達支

                       

                      

                       

                      

                       

                        

                          

                       

                       

                         

                       

                       

                        

                        

     第四十五条第一項中「従業者の勤務

の体制、前条の協力医療機関」とあるのは 

「従業者の勤務の体制」と、              

                      

                     第五十六

条第二項第二号中「児童発達支援計画」とある

のは「保育所等訪問支援計画」と読み替えるも

のとする。 

 

（従業者の員数に関する特例） 

第百四条 多機能型事業所（この条例に規定す

る事業のみを行う多機能型事業所に限る。） 

に係る事業を行う者に対する第七条第一項か

ら第三項まで及び第五項、第八条（第三項及

び第六項を除く。）、第六十九条、第八十条第

一項から第三項まで及び第五項、第九十二条

第一項並びに第百条第一項の規定の適用につ

いては、第七条第一項中「事業所（以下「指

定児童発達支援事業所」という。）」とあるの

は「多機能型事業所」と、同項第二号中「指

定児童発達支援」とあるのは「指定通所支

援」と、同条第二項中「指定児童発達支援事

業所」とあるのは「多機能型事業所」と、同

条第三項及び第五項中「指定児童発達支援」
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援」とあるのは「指定通所支援」と、第八条

第一項中「指定児童発達支援事業所」とある

のは「多機能型事業所」と、同項第三号イ中

「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所

支援」と、同条第二項及び第三項中「指定児

童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事

業所」と、同条第六項                    

                                

                                

                       中「指定

児童発達支援」とあるのは「指定通所支援」

と、同条第七項中「指定児童発達支援事業

所」とあるのは「多機能型事業所」と、「指

定児童発達支援の」とあるのは「指定通所支

援の」と、同条第八項中「当該指定児童発達

支援事業所」とあるのは「当該多機能型事業

所」                     

                                

                        と、第八十条第一項

中「事業所（以下「指定放課後等デイサービ

ス事業所」という。）」とあるのは「多機能

型事業所」と、同項第二号中「指定放課後等

デイサービス」とあるのは「指定通所支援」

と、同条第二項中「指定放課後等デイサービ

ス事業所」とあるのは「多機能型事業所」

と、同条第三項及び第五項中「指定放課後等

デイサービス」とあるのは「指定通所支援」

と、第九十二条第一項中「事業所（以下「指

定居宅訪問型児童発達支援事業所」とい

う。）」とあるのは「多機能型事業所」と、

第百条第一項中「事業所（以下「指定保育所

等訪問支援事業所」という。）」とあるのは

「多機能型事業所」とする。 

２ ［略］ 

 

（利用定員に関する特例） 

第百六条 多機能型事業所（この条例に規定す

る事業のみを行う多機能型事業所に限る。）

とあるのは「指定通所支援」と、第八条第一

項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは

「多機能型事業所」と、同項第三号イ中「指

定児童発達支援」とあるのは「指定通所支

援」と、同条第二項及び第四項中「指定児童

発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業

所」と、同項第一号中「指定児童発達支援」

とあるのは「指定通所支援」と、同条第五項

中「指定児童発達支援事業所」とあるのは

「多機能型事業所」と、同条第七項中「指定

児童発達支援」とあるのは「指定通所支援」

と、同条第八項中「指定児童発達支援事業

所」とあるのは「多機能型事業所」と、「指

定児童発達支援の」とあるのは「指定通所支

援の」と、第六十九条第一項中「事業所（以

下「指定医療型児童発達支援事業所」とい

う。）」とあり、並びに同条第二項及び第三項

中「指定医療型児童発達支援事業所」とある

のは「多機能型事業所」と、第八十条第一項

中「事業所（以下「指定放課後等デイサービ

ス事業所」という。）」とあるのは「多機能型

事業所」と、同項第二号中「指定放課後等デ

イサービス」とあるのは「指定通所支援」

と、同条第二項中「指定放課後等デイサービ

ス事業所」とあるのは「多機能型事業所」

と、同条第三項及び第五項中「指定放課後等

デイサービス」とあるのは「指定通所支援」

と、第九十二条第一項中「事業所（以下「指

定居宅訪問型児童発達支援事業所」とい

う。）」とあるのは「多機能型事業所」と、第

百条第一項中「事業所（以下「指定保育所等

訪問支援事業所」という。）」とあるのは「多

機能型事業所」とする。 

２ ［略］ 

 

（利用定員に関する特例） 

第百六条 多機能型事業所（この条例に規定す

る事業のみを行う多機能型事業所に限る。）
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は、第十三条            及び第八十三条の

規定にかかわらず、その利用定員を、当該多

機能型事業所が行う全ての指定通所支援の事

業を通じて十人以上とすることができる。 

２ 利用定員の合計が二十人以上である多機能

型事業所（この条例に規定する事業のみを行

う多機能型事業所を除く。）は、第十三条  

       及び第八十三条の規定にかかわら

ず、指定児童発達支援又は          

      指定放課後等デイサービスの利用定

員を五人以上（指定児童発達支援の事業   

                          又は指定放課後

等デイサービスの事業を併せて行う場合にあ

っては、これらの事業を通じて五人以上）と

することができる。 

３ 前二項の規定にかかわらず、主として重症

心身障害児を通わせる多機能型事業所は、第

十三条            及び第八十三条の規定に

かかわらず、その利用定員を五人以上とする

ことができる。 

４ 第二項の規定にかかわらず、多機能型事業

所は、主として重度の知的障害及び重度の上

肢、下肢又は体幹の機能の障害が重複してい

る障害者につき行う生活介護の事業を併せて

行う場合にあっては、第十三条       及

び第八十三条の規定にかかわらず、その利用

定員を、当該多機能型事業所が行う全ての事

業を通じて五人以上とすることができる。 

 

（電磁的記録等） 

第百七条 指定障害児通所支援事業者  及び従

業者は、作成、保存その他これらに類するも

ののうち、この条例の規定において書面（書

面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認

識することができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条において同

じ。）で行うことが規定されている又は想定

は、第十三条、第七十二条及び第八十三条の

規定にかかわらず、その利用定員を、当該多

機能型事業所が行う全ての指定通所支援の事

業を通じて十人以上とすることができる。 

２ 利用定員の合計が二十人以上である多機能

型事業所（この条例に規定する事業のみを行

う多機能型事業所を除く。）は、第十三条、 

第七十二条及び第八十三条の規定にかかわら

ず、指定児童発達支援、指定医療型児童発達

支援又は指定放課後等デイサービスの利用定

員を五人以上（指定児童発達支援の事業、指

定医療型児童発達支援の事業又は指定放課後

等デイサービスの事業を併せて行う場合にあ

っては、これらの事業を通じて五人以上）と

することができる。 

３ 前二項の規定にかかわらず、主として重症

心身障害児を通わせる多機能型事業所は、第

十三条、第七十二条及び第八十三条の規定に

かかわらず、その利用定員を五人以上とする

ことができる。 

４ 第二項の規定にかかわらず、多機能型事業

所は、主として重度の知的障害及び重度の上

肢、下肢又は体幹の機能の障害が重複してい

る障害者につき行う生活介護の事業を併せて

行う場合にあっては、第十三条、第七十二条及

び第八十三条の規定にかかわらず、その利用

定員を、当該多機能型事業所が行う全ての事

業を通じて五人以上とすることができる。 

 

（電磁的記録等） 

第百七条 指定障害児通所支援事業者等及び従

業者は、作成、保存その他これらに類するも

ののうち、この条例の規定において書面（書

面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認

識することができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条において同

じ。）で行うことが規定されている又は想定 
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されるもの（第十五条第一項（第六十条、第

六十四条            、第八十五条、第八十

六条、第九十条、第九十八条及び第百三条に

おいて準用する場合を含む。）、第十九条

（第六十条、第六十四条        、第八十五

条、第八十六条、第九十条、第九十八条及び

第百三条において準用する場合を含む。）及

び次項に規定するものを除く。）について

は、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作

られる記録であって、電子計算機による情報

処理の用に供されるものをいう。）により行

うことができる。 

２ 指定障害児通所支援事業者  及び従業者

は、交付、説明、同意その他これらに類する

もの（以下「交付等」という。）のうち、こ

の条例の規定において書面で行うことが規定

されている又は想定されるものについては、

当該交付等の相手方の承諾を得て、当該交付

等の相手方が障害児又は通所給付決定保護者

である場合には当該障害児又は当該通所給付

決定保護者に係る障害児の障害の特性に応じ

た適切な配慮をしつつ、書面に代えて、電磁

的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の

知覚によって認識することができない方法を

いう。）によることができる。 

されるもの（第十五条第一項（第六十条、第

六十四条、第七十八条、第八十五条、第八十

六条、第九十条、第九十八条及び第百三条に

おいて準用する場合を含む。）、第十九条（第

六十条、第六十四条、第七十八条、第八十五

条、第八十六条、第九十条、第九十八条及び

第百三条において準用する場合を含む。）及 

び次項に規定するものを除く。）について

は、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作

られる記録であって、電子計算機による情報

処理の用に供されるものをいう。）により行

うことができる。 

２ 指定障害児通所支援事業者等及び従業者

は、交付、説明、同意その他これらに類する

もの（以下「交付等」という。）のうち、こ 

の条例の規定において書面で行うことが規定

されている又は想定されるものについては、

当該交付等の相手方の承諾を得て、当該交付

等の相手方が障害児又は通所給付決定保護者

である場合には当該障害児又は当該通所給付

決定保護者に係る障害児の障害の特性に応じ

た適切な配慮をしつつ、書面に代えて、電磁

的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の

知覚によって認識することができない方法を

いう。）によることができる。 

 

 

 


